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研究の内容

　秋田県の農業粗収益は米価の下落により、減少
傾向が顕著に進んでいる。その対策として、米以
外の農業の発展が望まれる．そのようななかで，
秋田県でも、園芸作物への期待は高い。園芸作物
である野菜として，あまり知られていないが，大
館市は、単一JAあたりのツクネイモ生産量が実質
日本一の産地となっており、近辺の産地と合わせ
て1億円を超える収益を上げている貴重な産地で
ある。このような産地をさらに発展させることが
秋田県の活性化には必須である。しかし、解決す
べき収量に関する課題として、兵庫県と三重県の
1,100kg/10aと比較して、秋田県で750kg/10aと低
いことが大きな問題となっており、現在、生産者
の高齢化も進む，新規生産技術が開発されなけれ
ば、産地が維持できない切羽詰まった状況にある。
　収量が低い要因として、ウイルス病の蔓延を背景とした効率的な種芋生産技術の未確立が上げられ
る．なぜなら，ヤマノイモは栄養繁殖性（種芋利用）であるため種芋の新芋の一部を翌年の種芋として
残すが、ほぼ100％の種芋がウイルスに罹病している。さらに、翌年の種芋のため、生産した新芋の3割
程度を残さなければならないためである。つまり，新芋生産とは別に種芋生産が行えれば，出荷できる
新芋が増加して，単位面積当たり収量が1〜2割増加することが見込める．そこで、これまでにない新た
な効率的な種芋生産技術として，「小分割種芋生産法」（上図参照）に取り組んでいる．これは15g程
度の小片種芋を利用し，密植栽培下で種芋として必要な平均200g程度の新芋（種芋用）を生産するもの
である．本手法を理解している生産者からは早期の技術確立が望まれている．小分割種芋生産法には、
最終的にはウイルスフリー化した種芋を用いることで、ウイルス病を排除し、慣行より30％程度増収で
きるが、ウイルスフリー化した種芋からは大きな新芋が生産されるが、形状の乱れが著しく、形状を重
視するツクネイモでの等級が低下する懸念が高く、これまでウイルスフリー化した種芋を導入を試みた
が、失敗した経緯がある。しかし、この小分割種芋生産法では、実際の新芋生産は１年目の種芋を用い
て２年目に行うため、１年目の種芋生産をウイルスフリー化した種芋を用いても、収穫した種芋から形
状が乱れやすい種芋を外すことで、２年目の新芋生産で、形状の乱れを排除できるメリットがある。こ
のように、有用な種芋生産技術として期待が高い小分割種芋生産法であるが、解決すべき課題も多い。
　具体的には、①最適な種芋重の検討（種芋用の200gの新芋を生産するための種芋重）、②密植に適す
る株間（本手法は10〜20cmで検討する）、③小分割種芋で高い肥大性のメカニズムを解明（15g程度の
種芋は肥大性は慣行の50gより高い）、④新芋の肥大を促進するジベレリン処理方法の検討。また、切
断面の多くなる本手法では、切断面からの腐敗を防ぐため、⑤切断面のキュアリング技術の確立も、同
時に開発する必要がある。
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研究の独自性・アピール点
１）本研究は、日本有数のツクネイモ産地を有する秋田県の農業の持続的発展をねらった研究であること。
２）実際のツクネイモの産地であるJAあきた北および秋田県と連携して実施している。
３）種芋生産を新芋生産と別途行うことで、新芋の一部を翌年の種芋として3割程度を残す必要がなくなり、本手
法を導入のため特段の新規投資を必要とせずに，単収が1〜2割増加できる。
４）ウイルスフリー化した種芋を導入した場合のデメリット（形状悪化）を、１年目に排除するこれまでにない視点を
導入した生産システムであること。
５）申請者が有するジベレリン処理による新芋増収効果を応用・発展させた種芋生産であること。
以上が、本研究の独自性・アピール点であるとともに、効率的に研究を遂行できる状況にあると考える。
期待される成果・波及効果
１）ヤマノイモの種芋生産は古くて新しい課題であり、どのツクネイモ産地でも課題としているため、本手法が確立
されれば、全国的のツクネイモ産地に波及する可能性は高い。
２）秋田県のツクネイモ産地の維持発展には、種芋を効率的に生産することが不可欠であるため、本手法の導入
により、収量増加が実現できれば、新たな担い手確保による面積拡大によって、現在の農業粗収益１億を超える
可能性が高い。
３）ウイルスフリー化を含めた本手法は、新規知見として、特許となり得るものと考えている。
以上より、期待される成果および波及効果も高いため、本研究を遂行する意義は高いものと考えられる。
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